
議案第 32 号 

 

三朝町過疎地域自立促進計画の一部変更について 

 

 三朝町過疎地域自立促進計画の一部を変更することについて、過疎地域自立促

進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）第６条第７項の規定により準用される同

条第１項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

  平成 27 年３月５日 

三朝町長 吉 田 秀 光 

 

 



三朝町過疎地域自立促進計画の一部を次のように変更する。 
 計画中 3.の(3)の表を次のように改める。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実光神倉線　法面改良（10ヶ所） 町

株湯線　道路改良

（L＝100m　W＝4.0m）
町

宮ノ谷線　道路改良

（L＝100m　W＝6.75m）
町

下河原荒尾線、恋谷線　道路改良

（L＝750m　W＝5.0m～7.0m）
町

三朝横手線、大瀬本泉線、金森線、大瀬本線　道路改良

（L＝1,030m　W＝4.8～6.5m）
町

大瀬本泉線、神倉線、高橋本線　道路改良

（L＝1,200m　W＝3.5～6.5m）
町

恋谷線、大瀬本線、今泉中通線　道路改良

（L＝601m　W＝3.1～5.5m）
町

戸崎線　道路改良

（L＝50m　W＝5.0m）
町

橋梁改良事業 町

小鹿農免農道　法面改良事業 町

林道若桜江府線　法面改良事業 町

林道波関俵原線　法面改良事業 町

林道福吉木地山線　法面改良事業 町

林道南三朝線　法面改良事業 町

県営林道開設事業負担金

波関俵原線（L＝14,360m）、俵原中津線（L=7,700m）

L＝750m　W＝5.0m

県

防災行政無線整備（防災コミュニケーションシステム） 町

過疎バス対策車両購入 町

除雪機械の整備(2t・4t・6t車） 町

スノーステーション整備 町

歩道除雪機の整備(30台) 町

過疎バス対策事業

　内　容：地域、ＮＰＯなどが実施する新たな地域交通

　　　　　の取り組みに対し活動資金を援助する。

　必要性：年々増額する赤字バス路線補助金の抑制と公

　　　　　共交通の空白地域解消のため、活動の支援を

　　　　　行う必要がある。

　効　果：地域の特性にあった交通システムを構築する

　　　　　ことにより、公共交通の空白地域解消と地域

　　　　　住民の利便性の向上を図ることができる。

町

遠距離通学費補助事業

　内　容：遠距離通学児童や生徒の保護者に対し、通学

　　　　　費を補助し、保護者の負担を軽減する。

　必要性：通学の負担が生じる家庭が多数あることから

　　　　　保護者の負担軽減を図る必要がある。

　効　果：保護者の負担軽減を図り、児童・生徒が安心

　　　　　して通学する環境を整るとともに、路線バス

　　　　　の利用促進を図る。

町

若者等定住助成事業

　内　容：将来の集落を担う移住者を確保するため町外

　　　　　から町内への移住者に対して奨励金を支給す

　　　　　る。

　必要性：過疎集落の維持や機能低下に歯止めをかけ、

　　　　　将来に向けてその解消を図るため起爆剤的政

　　　　　策を図る必要がある。

　効　果：集落を担う新なた人材を確保するとともに、

　　　　　過疎地域の定住化と活性化を図ることができ

　　　　　る。

町

自立促進施策区分
事業名

（施設名）
事業内容 事業主体

２　交通通信体系の整

備、情報化及び地域間交

流の促進

(1)　町道

　　道路

(1)　町道

　橋梁

(2)　農道

(3)　林道

(5)　電気通信施設等

情報化のための施設

(6)　自動車

(8)　道路整備機械

(10) 過疎地域自立促

進特別事業



 計画中 4.の(2)の本文を次のように改める。 

 

（２）その対策 
ア．住宅 

ＵＪＩターン者及び後継者の定住と、住宅の安定供給を図るため、就業の場と合わせて

賃貸借住宅の整備を促進する。また、住民の理解を深め、空き家の有効利用を検討すると

ともに危険家屋の解体撤去助成等、住民の安心安全な生活を守り、景観保全と住環境保全

を図りながら、近隣市町とも連携して地域内定住希望者への対応を図る。 
 

イ．水道施設 
 ① 上水道 
   年次的に老朽管の改良を実施し、常時給水というライフラインの構築に向けて、管網の

整備を図ると同時に、保護水源の確保等常時安定供給の確立と管理の合理化を図る。 
 
② 簡易水道 

施設の計画的な改良を図り、快適な生活環境と保健衛生の充実に期する。 
 
  ③ 下水処理施設 

流域下水道施設を安定的かつ経済的に維持管理するとともに、過疎化の進む山間部集落

では、わずかな戸数が点在する現状で流域下水道を整備することは経済的にも効率が悪い

ことから、農業集落排水施設の効率的な改修等を実施するほか、し尿と生活雑排水を併せ

て処理する合併処理浄化槽整備を推進し、衛生環境の充実を図る。 
 

  ④ 廃棄物処理施設 
不燃ごみについては、資源ごみ等へのリサイクル・細分別を啓発しながら収集業務を行

い、また、旅館などから排出される大量の生ごみについては自然への還元を柱とし、その

堆肥化を推進する。生ゴミリサイクルプラントから製造される堆肥を活用し、環境と共生

する三朝温泉の取り組みを支援する。 
さらに天ぷら油など使用済みの家庭用食用油については、BDF 燃料に精製する施設の活

用を進める。 
 

 ⑤ 消防防災施設 
消防施設のうち、小型動力ポンプ、自動車ポンプについて耐用年数の経過しているもの

については、順次更新を図るとともに、水利の不足している地域を重点に防火水槽の整備

を進める。また、消防団の充実強化に努め、少子高齢化時代への対応として消防団ＯＢ、

女性消防隊との協力体制を整えながら地域住民が一体となって、自主消防を含めた予防消

防活動に努める。 
住民の生活及び財産を守るため、予測不可能な災害時の連絡手段として使用する防災行

政無線の整備を進めるほか、AED を各集落へ整備するとともに、消防団や地域住民を対象

とした救命講習を開催し、適切な応急処置を理解することで救命率の向上を図る。 



 計画中 4.の(3)の表を次のように改める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

簡易水道等の改良 町

流域下水道負担金 町

下水道長寿命化事業費 町

農業集落排水処理施設機能強化事業費 町

防火水槽等水利整備 町

消防車両整備

消防積載車・小型動力ポンプ整備事業
町

消防車両整備負担金 広域連合

消防救急無線デジタル化事業負担金 広域連合

消防緊急通信指令室建設事業負担金 広域連合

消防緊急通信指令室装置整備事業負担金 広域連合

下水道長寿命化計画策定費

　内　容：下水道施設の年次的な更新を行い住民生活の

　　　　　安定を図るため下水道長寿命化計画を策定す

　　　　　る。

　必要性：共用開始から30年を経過し、ポンプ場をはじ

　　　　　め施設の老朽化が心配されるため計画を策定

　　　　　する必要がある。

　効　果：既存施設の有効活用や長寿命化によるコスト

　　　　　低減と更新や維持管理に要する経費の平準化

　　　　　を図る。

町

ＡＥＤ設置事業

　内　容：心停止等の事故発生時に、救急隊到着までに

　　　　　消防団員や地域住民等により迅速かつ適切な

　　　　　応急処置を行う。

　必要性：狭あいな山間地域である本町では、緊急通報

　　　　　後に救急隊が到着するまでに適切な応急処置

　　　　　を施す必要がある。

　効　果：救急搬送時の救命率の向上を図るとともに、

　　　　　消防団員や地域住民に救命救急講習等を実施

　　　　　し、自主防災意識の高揚を図る。

町

三朝町空き家等撤去費助成事業

　内　容：町条例に基づき、危険家屋の所有者等に助言

　　　　　・指導を行い、解体に応じた場合は解体撤去

　　　　　費を助成する。

　必要性：危険家屋が長期間放置されることにより、倒

　　　　　壊、火災、犯罪の危険性が高まり近隣住民の

　　　　　安心安全な住環境を脅かす恐れがある。

　効　果：解体撤去費を助成することにより、適正管理

　　　　　されていない危険家屋の解消が図られ、近隣

　　　　　住民の安心安全な住環境を保つ。

町

(4)　消防施設

３　生活環境の整備

(6)　過疎地域自立促

進特別事業

(6)　過疎地域自立促

進特別事業

(6)　過疎地域自立促

進特別事業

(1)　水道施設

　　簡易水道

(2)　下水道施設

　　公共下水道

(2)　下水道施設

　　農村集落排水施設

自立促進施策区分
事業名

（施設名）
事業内容 事業主体



 計画中 5.の(3)の表を次のように改める。 

４　高齢者等の保健及び

福祉の向上及び増進 町立保育園改築（三朝保育園・東保育園・竹田保育園） 町

外出支援サービス事業

　内　容：介護・支援を必要とする者に対し、自宅から

　　　　　医療機関を送迎するサービスを社会福祉法人

　　　　　等に委託する。

　必要性：今後、増加が予想される介護、独居の高齢者。

　　　　　その高齢者からの要請が多いサービスとして

　　　　　病院送迎を行う必要がある。

　効　果：住み慣れた地域で安心して暮らすことできる

　　　　　町へとつながり、里部集落への人口の流出を

　　　　　防ぐ。

町

過疎地域園児送迎事業

　内　容：遠距離等で園児の送迎が困難な保護者に対し、

　　　　　過疎集落から保育所を送迎する事業を運送業

　　　　　者に委託する。

　必要性：保育所の統合により、送迎に支障のある家庭

　　　　　があることから、保護者の負担軽減を図るた

　　　　　め送迎事業を実施する必要がある。

　効　果：保護者の負担軽減を図り、地域住民が子育て

　　　　　しやすい環境を整えることにより、過疎地域

　　　　　の福祉の向上及び定住化を図る。

町

三代同居世帯子育て支援事業

　内　容：三世代同居世帯の家庭保育を支援することに

　　　　　より、子育てを通して家族の絆の再生と定住

　　　　　化の促進を図る。

　必要性：過疎化や少子高齢化により世代間の交流が減

　　　　  少しており、三世代同居による家庭保育を奨

　　　　　励していく必要がある。

　効　果：三世代の相互見守りによる安心感、家族の絆

　　　　　の強化により少子化抑止と定住化につながる。

町

保育料無償化モデル事業

　内　容：少子化対策として保育料を第２子以降を全て

　　　　　無償化する。

　必要性：少子化による人口減少が続く中、子育てがし

　　　　　やすい体制づくりの構築が必要である。

　効　果：子育てにかかる経済的負担を軽減することで、

　　　　　少子化の抑制につながり、人口の増加が期待

　　　　　できる。

町

高齢者交通費助成事業

　内　容：高齢等の理由により公共バスの利用が困難な

　　　　　者に対して交通費を助成する。

　必要性：年々増加する要支援、独居の高齢者が、自ら

　　　　　の力で通院、買い物等ができるようにする必

　　　　　要がある。

　効　果：住み慣れた地域で安心して暮らすことでき、

　　　　　高齢者の自立、充実した生活につながる。

町

高校生等医療費助成事業

　内　容：過疎地域に居住している高校生(等)までの医

　　　　　療費の一部を助成する。

　必要性：子育てに係る費用が増加する中にあって、保

　　　　　護者の経済的負担を軽減し、地域住民に子育

　　　　　てしやすい環境を整える必要がある。

　効　果：継続した医療費助成により安心な子育て環境

　　　　　を整備するとともに疾患の早期発見や早期治

　　　　　療による福祉の向上を図る。

町

自立促進施策区分
事業名

（施設名）
事業内容 事業主体

(4) 児童福祉施設

　　保育園

(7) 過疎地域自立促進

特別事業

 

 計画中 8.の(2)の本文を次のように改める。 



 
（２）その対策 

三徳山については、世界遺産登録を目指して、その顕著な普遍的価値の証明のための調

査、研究を進めて行く。また、引き続き積極的な情報発信や地域の文化振興に取り組むと

ともに、文化活動の指導者、郷土芸能等の伝承を推進し、地域文化の振興のための支援を

継続する。 
また、総合文化ホールの運営については、地域に根ざした拠点づくりも検討に加え、地

域の法人等による指定管理の手段も検討するとともに、平成７年の開館から相当年数が経

過し老朽化が進んでおり、施設の長寿命化と機能向上を図るため改修工事を行う。 
 
 
 
 計画中 8.の(3)の表を次のように改める。 

三朝町総合文化ホール防水改修工事 町

世界遺産登録運動支援

　内　容：世界遺産登録を目指す三徳山。その登録運動

　　　　　に向けた活動に対し支援を行う。

　必要性：貴重な文化遺産である国宝投入堂等を保存し、

　　　　　後世に伝えるため、その手段の１つとして世

　　　　　界遺産登録を目指す。

　効　果：三徳山が世界的に価値のある遺産として証明

　　　　　され、誇れる地域の文化遺産として、保全と

　　　　　活用運動の輪がさらに広がる。

町

７　地域文化の振興等 (1) 地域文化振興施設等

　 地域文化振興施設

(2） 過疎地域自立促

進特別事業

自立促進施策区分
事業名

（施設名）
事業内容 事業主体

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 計画中事業計画（平成 22 年度から平成 27 年度） 過疎地域自立促進特別事業分の表を次

のように改める。 

三朝町次世代農業担い手育成事業

　内　容：本町の次代の農業生産を維持・活性化させる

　　　　　ため、意欲ある新規参入者を育成するための

　　　　　農業塾を開設する。

　必要性：農作物の栽培技術を継承し、農産物の生産・

　　　　　販売活動を通じて衰退する地域の活性化につ

　　　　　なげる。

　効　果：若年層や実年層における新規就農者の確保と

　　　　　荒廃農地対策を図ることができる。

町

三朝温泉開湯８５０年記念事業

　内　容：平成２６年に三朝温泉開湯８５０年を迎える

　　　　　ことから、この節目を観光PR等の好機と捉え、

　　　　　記念事業を実施する。

　必要性：観光客の伸び悩みや観光消費額の減少等極め

　　　　　て厳しい状況にあることから、地域の活性化

　　　　　及び地域の魅力発信を行う必要がある。

　効　果：三朝温泉ブランドにふさわしい温泉街の再生

　　　　　及び地域と連携した新たな観光のまちの創出

　　　　　が期待できる。

町

過疎バス対策事業

　内　容：地域、ＮＰＯなどが実施する新たな地域交通

　　　　　の取り組みに対し活動資金を援助する。

　必要性：年々増額する赤字バス路線補助金の抑制と公

　　　　　共交通の空白地域解消のため、活動の支援を

　　　　　行う必要がある。

　効　果：地域の特性にあった交通システムを構築する

　　　　　ことにより、公共交通の空白地域解消と地域

　　　　　住民の利便性の向上を図ることができる。

町

遠距離通学費補助事業

　内　容：遠距離通学児童や生徒の保護者に対し、通学

　　　　　費を補助し、保護者の負担を軽減する。

　必要性：通学の負担が生じる家庭が多数あることから

　　　　　保護者の負担軽減を図る必要がある。

　効　果：保護者の負担軽減を図り、児童・生徒が安心

　　　　　して通学する環境を整るとともに、路線バス

　　　　　の利用促進を図る。

町

若者等定住助成事業

　内　容：将来の集落を担う移住者を確保するため町外

　　　　　から町内への移住者に対して奨励金を支給す

　　　　　る。

　必要性：過疎集落の維持や機能低下に歯止めをかけ、

　　　　　将来に向けてその解消を図るため起爆剤的政

　　　　　策を図る必要がある。

　効　果：集落を担う新なた人材を確保するとともに、

　　　　　過疎地域の定住化と活性化を図ることができ

　　　　　る。

町

生活環境の整備 下水道長寿命化計画策定費

　内　容：下水道施設の年次的な更新を行い住民生活の

　　　　　安定を図るため下水道長寿命化計画を策定す

　　　　　る。

　必要性：共用開始から30年を経過し、ポンプ場をはじ

　　　　　め施設の老朽化が心配されるため計画を策定

　　　　　する必要がある。

　効　果：既存施設の有効活用や長寿命化によるコスト

　　　　　低減と更新や維持管理に要する経費の平準化

　　　　　を図る。

町

自立促進施策区分
事業名

（施設名）
事業内容 事業主体

(9)　過疎地域自立促

進特別事業

(6)　過疎地域自立促

進特別事業

交通通信体系の整備、情

報化及び地域間交流の促

進

(10) 過疎地域自立促

進特別事業

産業の振興

 



ＡＥＤ設置事業

　内　容：心停止等の事故発生時に、救急隊到着までに

　　　　　消防団員や地域住民等により迅速かつ適切な

　　　　　応急処置を行う。

　必要性：狭あいな山間地域である本町では、緊急通報

　　　　　後に救急隊が到着するまでに適切な応急処置

　　　　　を施す必要がある。

　効　果：救急搬送時の救命率の向上を図るとともに、

　　　　　消防団員や地域住民に救命救急講習等を実施

　　　　　し、自主防災意識の高揚を図る。

町

三朝町空き家等撤去費助成事業

　内　容：町条例に基づき、危険家屋の所有者等に助言

　　　　　・指導を行い、解体に応じた場合は解体撤去

　　　　　費を助成する。

　必要性：危険家屋が長期間放置されることにより、倒

　　　　　壊、火災、犯罪の危険性が高まり近隣住民の

　　　　　安心安全な住環境を脅かす恐れがある。

　効　果：解体撤去費を助成することにより、適正管理

　　　　　されていない危険家屋の解消が図られ、近隣

　　　　　住民の安心安全な住環境を保つ。

町

高齢者等の保健及び福祉

の向上及び増進

外出支援サービス事業

　内　容：介護・支援を必要とする者に対し、自宅から

　　　　　医療機関を送迎するサービスを社会福祉法人

　　　　　等に委託する。

　必要性：今後、増加が予想される介護、独居の高齢者。

　　　　　その高齢者からの要請が多いサービスとして

　　　　　病院送迎を行う必要がある。

　効　果：住み慣れた地域で安心して暮らすことできる

　　　　　町へとつながり、里部集落への人口の流出を

　　　　　防ぐ。

町

過疎地域園児送迎事業

　内　容：遠距離等で園児の送迎が困難な保護者に対し、

　　　　　過疎集落から保育所を送迎する事業を運送業

　　　　　者に委託する。

　必要性：保育所の統合により、送迎に支障のある家庭

　　　　　があることから、保護者の負担軽減を図るた

　　　　　め送迎事業を実施する必要がある。

　効　果：保護者の負担軽減を図り、地域住民が子育て

　　　　　しやすい環境を整えることにより、過疎地域

　　　　　の福祉の向上及び定住化を図る。

町

三代同居世帯子育て支援事業

　内　容：三世代同居世帯の家庭保育を支援することに

　　　　　より、子育てを通して家族の絆の再生と定住

　　　　　化の促進を図る。

　必要性：過疎化や少子高齢化により世代間の交流が減

　　　　  少しており、三世代同居による家庭保育を奨

　　　　　励していく必要がある。

　効　果：三世代の相互見守りによる安心感、家族の絆

　　　　　の強化により少子化抑止と定住化につながる。

町

保育料無償化モデル事業

　内　容：少子化対策として保育料を第２子以降を全て

　　　　　無償化する。

　必要性：少子化による人口減少が続く中、子育てがし

　　　　　やすい体制づくりの構築が必要である。

　効　果：子育てにかかる経済的負担を軽減することで、

　　　　　少子化の抑制につながり、人口の増加が期待

　　　　　できる。

町

(6)　過疎地域自立促

進特別事業

(6)　過疎地域自立促

進特別事業

(7) 過疎地域自立促進

特別事業

 

 

 

 



高齢者交通費助成事業

　内　容：高齢等の理由により公共バスの利用が困難な

　　　　　者に対して交通費を助成する。

　必要性：年々増加する要支援、独居の高齢者が、自ら

　　　　　の力で通院、買い物等ができるようにする必

　　　　　要がある。

　効　果：住み慣れた地域で安心して暮らすことでき、

　　　　　高齢者の自立、充実した生活につながる。

町

高校生等医療費助成事業

　内　容：過疎地域に居住している高校生(等)までの医

　　　　　療費の一部を助成する。

　必要性：子育てに係る費用が増加する中にあって、保

　　　　　護者の経済的負担を軽減し、地域住民に子育

　　　　　てしやすい環境を整える必要がある。

　効　果：継続した医療費助成により安心な子育て環境

　　　　　を整備するとともに疾患の早期発見や早期治

　　　　　療による福祉の向上を図る。

町

国際感覚豊かな地域人材育成事業

　内　容：姉妹都市提携を結ぶフランスラマルー・レ・

　　　　　バン町を始め、台湾石岡区との派遣交流事業

　　　　　を行う。

　必要性：グローバル化が急速に進む中にあって、過疎

　　　　　地域であっても都市部に劣らない国際感覚を

　　　　　身に付ける必要がある。

　効　果：国際交流を通じて、世界的視野を持つ次世代

　　　　　で活躍する人材を育成することができ、国際

　　　　　際的な観光温泉地として活躍の場が期待でき

　　　　　る。

町

複式学級解消事業

　内　容：小規模校に教員を配置して教育の充実に努め

　　　　　る。

　必要性：教育の機会均等の趣旨に基づく政策を展開す

　　　　　る必要があることから実施する。

　効　果：複式学級が解消され、児童生徒が安心して教

　　　　　育を受ける環境を整えることにより、教育の

　　　　　機会均等が図られ、過疎地域の教育の向上及

　　　　　び定住化を図ることができる。

町

地域文化の振興等 世界遺産登録運動支援

　内　容：世界遺産登録を目指す三徳山。その登録運動

　　　　　に向けた活動に対し支援を行う。

　必要性：貴重な文化遺産である国宝投入堂等を保存し、

　　　　　後世に伝えるため、その手段の１つとして世

　　　　　界遺産登録を目指す。

　効　果：三徳山が世界的に価値のある遺産として証明

　　　　　され、誇れる地域の文化遺産として、保全と

　　　　　活用運動の輪がさらに広がる。

町

９　その他地域の自立促

進に関し必要な事項

地域・集落協働活性化事業

　内　容：広域的地域運営組織が抱える様々な問題の解

　　　　　決や地域振興を目的とした活動に対し支援を

　　　　　行う。

　必要性：高齢化が進む中山間地域において、集落単体

　　　　　の自治活動が困難な状況にある。広域的な地

　　　　　域連携により地域、集落の抱える問題解決と

　　　　　地域活性化を図る必要がある。

　効　果：地域が抱える様々な問題解決、地域振興事業

　　　　　を行うことにより活力ある地域をつくること

　　　　　ができる。

町

(2） 過疎地域自立促

進特別事業

 過疎地域自立促進特

別事業

教育の振興 (4） 過疎地域自立促

進特別事業
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